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第１ 総則

道営住宅等の指定管理者候補者選定基準は、北海道（以下「道」という。）が管理している北海道営住宅

条例（平成９年北海道条例第１１号）第２条第６号による道営住宅等を、道営住宅の設置目的に沿った適切

で効率的な維持・管理に関する業務（以下「本業務」という。）を行うため、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２４４条の２第３項、北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１

６年北海道条例第８９号）（以下「指定手続条例」という）第２条の規定に基づき指定管理者を選定する場

合の選定基準を示すものである。

なお、この選定基準は、「道営住宅等の指定管理者公募要項」（以下「公募要項」という。）及び「道営住

宅等の管理に関する目標及び要求水準書」（以下「管理の要求水準書」という。）並びに「道営住宅等の管理

に関する協定書（案）」その他道が本業務に関連して公表する資料及び質問に対する回答と一体のものとし

て取り扱う。

第２ 申請の審査方法及び事務処理

１ 申請の審査方法

申請団体から提出された申請書類について、公募要項に示す申請資格、欠格事項、必須項目及び管理経

費（以下「申請資格等」という。）に関して適格審査を行い、不適格団体は失格とし、適格団体について

提案内容の審査を行う。

なお、提案内容の審査に当たっては、内容の確認を行うため申請団体に対してヒアリングを実施する。

実施の日時、場所、内容等については申請団体(代表団体)に別途通知する。

申請者による申請書類の提出

【事務局】

○ 申請資格、欠格事項、必須項目、管理経費の内容確認
（申請資格等確認表を作成し委員会へ報告）

【委員会】

○ 申請資格、欠格事項、必須項目、管理経費の審査

確認できない場合
申請資格を備えていない場合 失
欠格事項に該当する場合
必須項目に適していない場合
管理経費が超過している場合 格

○ 定量的事項の審査
○ 定性的事項の審査

＋
○ 業務実績評価（現指定管理者）の審査

○ 適格な候補者を選定しがたいと認めた
場合には採決

不
適
格

○ 最優秀候補者と優秀候補者(次点)の２団体を選定

議会の議決を経て指定管理者を指定

協定の締結
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２ 審査等の事務処理

（１）事務局は、申請書類が提出された後、速やかに申請資格等の確認を行い、別紙１の「道営住宅の指定管理者候補

者選定申請資格等確認表」（以下「申請資格等確認表」という。）を作成し申請書類等と併せて選定委員に配付する。

（２）事務局は、申請団体からのヒアリングの日程を決定し各委員へ通知する。

（３）事務局は、選定委員による審査のためのヒアリングを実施する。

（４）選定委員は、ヒアリング実施後速やかに別紙２の「道営住宅の指定管理者候補者選定評価表」（以下「評価表」

という。）を作成し、事務局に提出する。

（５）事務局は、各委員から提出された評価表を取りまとめ、選定委員会に報告する。

（６）選定委員会は、評価結果に基づき最優秀候補者と優秀候補者（次点）の２団体を候補者として選定する。

第３ 申請資格等の審査

事務局は次の項目について、適否を確認し別紙１の申請資格等確認表を作成し、選定委員会に報告する。選定委員会

は報告の内容に沿って適格審査を行い不適格となった団体は失格とする。

なお、失格となった申請団体へは理由を付して通知することとし、提案内容の審査を行うこととなった申請団体へは、

ヒアリングの日程等について通知する。

（また、議会へ提案するまでに候補者が申請資格等を満たさなくなった場合も失格とする。）

１ 申請資格、欠格事項及び必須項目の適格審査

申請団体が、公募要項に示す申請資格、欠格事項及び必須項目の要件を満たしていることの審査を行う。

なお、要件を満たしていない場合は、失格とする。

２ 管理経費の適格審査

申請団体の管理経費の提案額は、公募要項に示す平成３０年度から３３年度までの負担金限度額以内とし、超え

た場合は失格とする。

第４ 審査項目と配点

審査は、以下に示す指定手続条例第４条の選定の基準に基づき、審査項目及び配点を定めて行う。

（選定基準）

（１）正当な理由がない限り住民が施設を利用することを拒まないものであること及び住民が施設を利用することにつ

いて不当な差別的取扱いをしないものであること。

（２）業務計画書の内容が、施設の効用を最大限に発揮させるものであること。

（３）業務計画書に沿った管理を安定して行う人員、資産その他の能力を有していること。

（４）収支計画書の内容が、施設の管理経費の縮減が図られるものであること。

（５）上記（１）～（４）に掲げるもののほか、知事が施設の性質又は目的に応じて定める基準
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○ 審査項目及び配点

（共通）

審 査 項 目 配 点 選定基準

審 査 合 計 点 １００点 該当項目

定量的事項

○ 管理経費に関する事項 １５点 (4)

○ 道内中小企業等の支援に関する事項 ５点 (3)

定性的事項

○ 基礎的な業務に関する事項 ３０点

① 関係法令等の習得に関する評価 ６点 (2)

② 個人情報の保護に関する評価 ６点 (2)

③ 公金の収納管理に関する評価 ６点 (2)

④ 管理経費の執行に関する評価 ６点 (4)

⑤ 使用料の収納に関する評価 ６点 (2)

○ 利用者へのサービスに関する事項 ５０点

⑥ 業務実施の体制等に関する評価 ８点 (3)(4)

⑦ 緊急時の対応に関する評価 ８点 (2)

⑧ 公募業務に関する評価 ８点 (1)

⑨ 入居管理業務に関する評価 ８点 (2)

⑩ 施設管理業務に関する評価 ８点 (2)

⑪ 入居者支援に関する評価 ２点 (2)

⑫ 業務実施の確実性と安定した経営能力に関する評価 ８点 (2)(3)(4)

＋
（現指定管理者が継続申請する場合）

審 査 項 目 配 点 選定基準

審 査 合 計 点 Δ１０点 該当項目
～１０点

業務実績評価事項

⑬ 使用料の収納状況に関する評価 Δ４点 (2)(3)
～４点

⑭ 入居者満足度に関する評価 Δ４点 (1)(2)(3)
～４点

⑮ 入居者支援に関する評価 ０点 (2)
～２点

⑯ 行政処分に関する評価 Δ２点 (3)
～０点
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第５－１ 審査と評価方法

次の審査方法により、点数化を行う。

１ 定量的事項

（１）管理経費に関する事項（配点：１５点）

管理経費の定量的事項の点数化は、次に示す計算方法により事務局が行う。（計算は円単位とする。）

申請書中、業務収支計画書の「道からの管理経費」の総額が負担金限度額の範囲内で最低額の者を１

位とし、配点を満度に付与する。他の申請者の得点は、１位の価格（最低価格）との比率により算出

する。

得点＝Ａ×Ｂ÷Ｃ

Ａ：配点（１５点）

Ｂ：申請者の中で最も低い額

Ｃ：採点対象団体の額

〈算出例〉

Ｘ団体：提案額 ５０，０００千円（申請者の中で最も低い額）

１５点×（５０，０００千円/５０，０００千円）＝１５点（得点）

Ｙ団体：提案額 ５５，０００千円

１５点×（５０，０００千円／５５，０００千円）＝１３．３６点

（小数点以下第３位四捨五入）

（２）道内中小企業等の支援に関する事項（配点：５点）

道内の中小企業等の申請意欲を高めるほか受注機会の確保・拡大や地域に根ざしたきめ細かで迅速な

サービスの提供の観点から次のすべての要件を満たす申請者に対し、加点します。

① 道内の中小企業者等（連合体は全ての構成団体）

※ 官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律（昭和41年法律第97号）第２条

第１項に掲げる中小企業者またはこれと同規模の団体で、道内に本店（個人にあっては当

該個人及び事業所の住所）を有するもの及び北海道市民活動促進条例第６条に掲げる市

民活動団体で、道内に主たる事務所を有するもの

② 申請年度を含む直近３カ年において、申請地区が属する振興局管内にある営業所等で公共賃貸住

宅や民間賃貸住宅など集合住宅の管理実績があること（連合体は構成団体のいずれか）

※ 営業所等は営業実態が確認できれば可とし、必ずしも登記を要しない。

２ 定性的事項

（１）基礎的な業務と利用者へのサービスに関する事項（配点：８０点）

定性的事項の審査については、提案内容や実現の具体性、計画の整合性などについて評価を行う。

定性的事項の点数化は、第３の審査項目と配点に示す①から⑫の項目ごとに、次の「評価基準」によ

り評価を行い、各項目の配点に各区分の乗率を乗じたものを各項目の得点とする。

なお、各項目及び合計の得点は、小数点第３位を四捨五入し、小数点第２位まで求める。

〔評価基準〕

区分 評 価 乗 率 説 明

Ａ 特に優れている １．００ 管理の目標及び水準と比較し特に優れた内容

Ｂ 優れている ０．７５ 管理の目標及び水準と比較し優れている内容

Ｃ 普通 ０．５０ 管理の目標及び水準と同程度の実現が可能な提案内容

Ｄ やや劣っている ０．２５ 管理の目標及び水準と比較しやや劣っている内容

Ｅ 劣っている ０．００ 管理の目標及び水準と比較し劣った内容
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３ 審査項目

○基礎的な業務に関する事項

審 査 の 基 準 申 請
事 項 配点

審 査 項 目 審 査 の 視 点 様 式

①関係法令等 関係法令等の習得 ・職員への研修等の方法が明示されているか。 様式５

の習得に関 方法に関する評価
する評価 ６ ①

関係法令等の習得 ・職員の経歴等により関係法令の習得状況が明示されてい
状況に関する評価 るか。

②個人情報の 関係法令の習得方 ・職員への研修等の方法が明示されているか。 様式５

保護に関す 法に関する評価
る評価 ６ ②

個人情報保護の実 ・具体的な方法が明示されているか。
現方法の評価 ・個人情報の取扱いを適正に行う体制が整備されているか。

③公金の収納 口座の開設や収納 ・口座の開設に関して、予定の金融機関や口座の種類が明 様式５

管理に関す ・振り込み方法に 示されているか。
る評価 関する評価 ・入居者からの収納や道への振込方法に関して明示されて ③

いるか。
６

公金の取扱いに関 ・家賃など使用料を徴収するため、適正な数の徴収員が確
する方法の評価 保されているか。

・家賃など使用料を適正に収納、管理するための処理規程
や体制が確保されているか。

④管理経費の 管理経費の執行に ・管理経費を適正に執行するための体制が確保されている 様式５

執行に関す 関する評価 か。
６

る評価 ・管理経費を適正に経理する方法について明示されている ④
か。

⑤使用料の収 家賃の収納に関す ・家賃収納を確実に実施させるための体制や方法が明示さ 様式５

納に関する る評価 れているか。
評価 ・収納率や口座振替率、期限内納付率の具体的数値目標が ⑤

適当か。
６

駐車場使用料の収 ・駐車場使用料の収納を確実に実施させるための体制や方
納に関する評価 法が明示されているか。

・収納率や口座振替率、期限内納付率の具体的数値目標が
適当か。
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○利用者へのサービスに関する事項

審 査 の 基 準 申 請
事 項 配点

審 査 項 目 審 査 の 視 点 様 式

⑥業務実施の 業務を遂行するた ・業務を遂行する体制が確保されているか。 様式５

体制等に関 めの人員や体制に ・業務を遂行するために必要な職員数が確保されているか。
する評価 関する評価 ・必要な専任職員や有資格者の配置が適切か。 ⑥

適正な執行に関す ・組織における指揮命令系統が明示されているか。
る組織体制や機能 ・業務の処理過程におけるチェック機能が確保されている
に関する評価 か。

・入居者からの問い合わせ等への対応窓口が確保されてい
るか。

８
業務の実施時間の ・緊急時を含めた業務時間が適切に示されているか。
評価

共同住宅の維持・ ・同程度の規模・構造（鉄筋コンクリート３階建以上）の
管理業務に関する 共同住宅の維持・管理に関する実績があるか。
実績の評価

業務実施における ・ＩＳＯ１４００１の取得、エコアクション２１の登録、
環境配慮の取組に または独自に策定した環境マネジメントシステムを導入
関する評価 しているか。

⑦緊急時の対 初動対応の体制に ・夜間や休日など２４時間の対応が可能な体制が確保され 様式５

応に関する 関する評価 ているか。
評価 ・道への連絡が迅速に行われるよう伝達方法が確保されて ⑦

いるか。
夜間や休日など

に発生する緊急

的な修繕のほか、 情報の伝達方法に ・道や入居者に対する連絡体制や連絡網に関して明示され ８
事故や火災・災 関する評価 ているか。
害など緊急時の

報告や復旧、安

全対策の迅速で 現地対応と改善措 ・緊急事態が発生した場合の措置方法が具体的に明示され
的確な対応に関 置に関する評価 ているか。
して評価する。

⑧公募業務に 入居者の公募方法 ・年間の公募回数が明示されているか。 様式５

関する評価 などに関する評価 ・周知や選考方法など事務処理に関して明示されているか。
⑧

入居機会の適切 入居の手続に関す ・申込受付に関する期間や抽選方法が明示されているか。
な提供や空き家 る評価 ・申込者の窓口対応に関する時間短縮の方法が明示されて ８
期間の短縮によ いるか。
る効率的な管理 ・申込者の当落情報の周知方法が明示されているか。
方法に関して評 ・申し込みから入居までの事務処理の方法が明示されてい
価する。 るか。
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⑨入居管理業 入居者対応の窓口 ・職員の配置が適切に確保されているか。 様式５

務に関する の設置などに関す ・機能に関して具体的に示されているか。
評価 る評価 ⑨

収入申告書の回収 ・回収に関して具体的な方法を示しているか。
入居者の各種申 に関する評価
請や修繕への適

切な対応に関し 管理情報の処理に ・入居者等情報の処理方法について具体的に示されている ８
て評価する。 関する評価 か。

・管理基準の定めのない処理に関して適切な時期に処理が
可能な計画として明示されているか。

入居者に対する制 ・入居者に対する各種制度の周知方法について具体的に示
度の周知に関する されているか。
評価

⑩施設管理業 施設の修繕の方法 ・修繕の実施方針が具体的に明示されているか。 様式５

務に関する や時期の適切性に ・修繕（法定更新、経常修繕、保守管理等）の実施時期や
評価 関する評価 方法が具体的に明示されているか。 ⑩

施設の修繕方法 適正な発注に関す ・業者の選定方法に関して具体的に明示されているか。
や時期、適正な る評価 ・業務の履行確認の方法が具体的に明示されているか。 ８
発注、実施の確

実性、要求水準 修繕実施の確実性 ・専門の資格者の配置がなされているか。
の確保に関して に関する評価
評価する。

要求水準の確保に ・施設の維持を行うための体制や方法について具体的に明
関する評価 示されているか。

⑪入居者支援 高齢者世帯、子育 ・取組内容が具体的に示されているか。 様式５

に関する評 て世帯及び自治会 ・実現可能な取組か。
価 等に対する支援に ⑪

関する評価
２

道が推進する施

策に貢献する提

案に関して評価

する。

⑫業務実施の 収支計画等に関す ・収支計画の内容について、業務実施の確実性や安定性が 様式６

確実性と安 る評価 確保されているか。
定した経営 ・コストの縮減に配慮するとともに、修繕費等の必要と見 ⑫
能力に関す 込まれる経費が適切に計上されているか。 ８
る評価

財務状況に関する ・当該団体の定款・寄付行為、規約等に基づき作成された
評価 事業報告書や収支計算書の内容について、健全な財務状

況が確保されているか。
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第５－２ 現指定管理者の業務実績評価の反映（配点：Δ１０～１０点）

指定管理者の取組意欲と緊張感を高め、適切な維持運営を促進するとともに、より優良な指定管理者を

選定するため、現在の指定管理者（連合体は構成団体に変更がない場合）が同一地区に継続して申請した

場合は、当該指定管理期間における業務の執行状況を評価し、「第５－１ 審査と評価方法」による採点

に別途加点又は減点を行います。

（１）評価項目と評価点

評価対象年度を平成２６～２８年度とし、Δ１５～１５点の範囲で評価点を決定します。

ア 使用料の収納状況（評価点：Δ６～６点）

道営住宅の維持管理費は家賃や駐車場の使用料収入を主な財源としており、収入の確保は適切な

維持運営を行う上で必要不可欠であることから、使用料の収納状況について評価します。

〔評価基準〕

【家賃】

評 価 区 分 評価点（各年度）

９８．５％ ＜ 収納率 １点

９７．５％ ≦ 収納率 ≦ ９８．５％ ０点

９７．５％ ＞ 収納率 Δ１点

【駐車場使用料】

評 価 区 分 評価点（各年度）

９８．５％ ＜ 収納率 １点

９７．５％ ≦ 収納率 ≦ ９８．５％ ０点

９７．５％ ＞ 収納率 Δ１点

イ 入居者満足度（評価点：Δ６～６点）

指定管理期間の１年目と３年目に実施する利用者満足度調査の結果により、管理状況について評

価します。

〔評価基準〕

評 価 区 分 評価点（各回）

７５％ ≦ ｢満足」＋「やや満足」 ３点

６５％ ≦ ｢満足」＋「やや満足」＞ ７５％ ２点

５５％ ≦ ｢満足」＋「やや満足」＞ ６５％ １点

４５％ ≦ ｢満足」＋「やや満足」＞ ５５％ ０点

３５％ ≦ ｢満足」＋「やや満足」＞ ４５％ Δ１点

２５％ ≦ ｢満足」＋「やや満足」＞ ３５％ Δ２点

２５％ ＞ ｢満足」＋「やや満足」 Δ３点
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ウ 入居者支援（評価点：０～３点）

前回の公募で孤立死対策など高齢者に対する支援についての提案を求めたことから、その取組状

況について評価します。戸別訪問や電話による安否確認など入居者に対し直接対応した取組みにつ

いて、施策効果が高いものとして加点します。ただし、書面等で取組み状況が確認できる場合に限

ります。

なお、次回の選定においては、子育て世帯や自治会等に対する支援を追加する予定です。

〔評価基準〕

評 価 区 分 評価点（各年度）

実施（直接対応有り） １点

未実施 ０点

エ 行政処分（評価点：Δ３～０点）

北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続き等に関する条例第１２条に基づく処分歴につい

て評価します。

〔評価基準〕

評 価 区 分 評価点（各年度）

処分なし ０点

指示 Δ１点

一部業務停止 Δ２点

全部業務停止 Δ３点

※ 合計が－３点を超える場合は、最大－３点

（２）加点又は減点の算出方法

別途加算する業務実績評価の配点は－１０～１０点とし、上記（１）ア～エの各評価点の合計点

に応じてこれを按分し、加点又は減点を算出します。

１０点 × 評価点／１５ ＝ －１０～１０点

（３）評価結果の公表

道のＨＰにおいて公表します。

（４）次回の選定への反映

今回の選定を経て指定された指定管理者が、当該施設の次回の選定に応募した場合、当該指定管理

期間における業務の執行状況を評価し、「第５－１ 審査と評価方法」による採点に別途加点又は減

点を行う予定です。本措置は、反映すべき評価が、当該施設の次期の指定管理者選定時点と当該選定

を経て指定された指定管理者の指定期間において、以下の条件がすべて確保されている場合のみ実施

します。

ア 事業者について

対象となる事業者の事業内容や財務内容、組織等に大幅な変更がないと認められること。また、

対象となる事業者が連合体である場合は、その構成団体に変更がなく、かつ各々の構成団体が事業

内容や財務内容、組織等の大幅な変更がないと認められること。

イ 事業内容について

指定管理者が行う管理の基準、業務の範囲及び施設で行われる事業内容に、大幅な変更がなく､

現在の管理運営実績を次期選定に反映させることが適当であると判断される場合。
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第６ 候補者の審査及び選定方法

候補者の審査及び選定方法は「道営住宅指定管理者候補者選定委員会運営要領」第５条の規定による。

○道営住宅指定管理者候補者選定委員会運営要領（抜粋）

（審査及び選定方法）

第５条 選定委員会は、公募要項に定める方法によって申請資格等に関する適格審査及び提案内容の審査を行

った上で、提案内容の審査において、最高得点を付した委員が最も多い団体を最優秀候補者とし、次に多い

団体を優秀候補者とする。

２ 第１項の委員数が同数の場合等、選定委員会が同項に規定する手続きによって候補者を選定しがたいと認

めた場合は、全ての委員の審査点の総合計点数が最も多い団体を選定する。

３ 第２項の合計得点が同点の場合等、選定委員会が同項に規定する手続きによって候補者を選定しがたいと

認めた場合は、委員長が決定する。

４ 選定委員会は、第１項から第３項までの規定により適格な候補者を選定しがたいと認めた場合、※北海道

公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例第17条第３項に規定する手続きにより候補者を選定

しないこととし、その理由を付して第２条第５号の審査の結果を報告するものとする。

５ 候補者選定後、最優秀候補者が議会へ提案する前に候補者選定要件を満たさなくなった場合は、優秀候補

者を最優秀候補者とする。

※北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例第17条第３項に規定する手続き

選定委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、委員長の決するところによる。

第７ 候補者の選定結果の報告

選定委員会は、第６で選定した最優秀候補者及び優秀候補者並びにその他の団体について、選定委員の

意見を付して結果を知事に報告する。
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別紙１（申請資格等確認表）

道営住宅の指定管理者候補者選定申請資格等確認表（事務局用）

確 認 項 目 Ａ団体 Ｂ団体 Ｃ団体

個人ではなく法人やその他の団体であること。 適・否 適・否 適・否

申請しようとする地区（圏域又は市町）に事業所又は
事務所を有していること。
※ただし、圏域で募集する地区について、振興局所在地が含まれて

いる場合、当該市町に事業所又は事務所を有することも要件とし 適・否 適・否 適・否
ます。

道立施設の管理を目的として道から基本財産又は資本 適・否 適・否 適・否
金等に出資又は出捐を受けていないこと。

団体の責めに帰すべき理由により指定管理者の指定の
取消しを受けた場合、その取消しの日から４年を経過 適・否 適・否 適・否
していること。

団体の役員が業務を行うために必要な契約等を締結す
る行為能力を有する者であること。 適・否 適・否 適・否

団体の役員が破産者で復権を得ていない者でないこと。 適・否 適・否 適・否

団体の役員が道における指定管理者の指定の手続にお
いて、公正な手続を妨げた者又は不正の利益を得るた 適・否 適・否 適・否
めに連合した者でないこと。

破産手続開始の決定を受けた法人又は清算法人でない 適・否 適・否 適・否
こと。

道の知事及び道議会議員が、団体の取締役、監査役、
適・否 適・否 適・否

支配人、理事又はこれらに準ずる者の地位にないこと。

業務等を実施する上で遵守しなければならない法令等
に違反したことにより、当該法令等の規定による罰則 適・否 適・否 適・否
処分を現に受けていない団体であること。

暴対法第２条第２号の規定に該当しない団体であるこ 適・否 適・否 適・否
と。

団体の役員が暴対法第２条第６号の規定に該当しない
適・否 適・否 適・否

者であること。

１級建築士及び防火管理者の有資格者を有しているこ 適・否 適・否 適・否
と。

公租公課に滞納がない団体であること。 適・否 適・否 適・否

管理経費が道の提示する負担金限度額の総額を超えて 適・否 適・否 適・否
いないこと。
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別紙２（評価表）

道営住宅の指定管理者候補者選定評価表（審査員用）

審査委員名

審 査 項 目 配点等 Ａ団体 Ｂ団体 Ｃ団体

定量的事項

○ 管理経費に関する事項 A １５点

○ 道内中小企業等の支援に関する事項 B ５点

定性的事項

○ 基礎的な業務に関する事項 C ３０点

① 関係法令等の習得に関する評価 ６点

② 個人情報の保護に関する評価 ６点

③ 公金の収納管理に関する評価 ６点

④ 管理経費の執行に関する評価 ６点

⑤ 使用料の収納に関する評価 ６点

○ 利用者へのサービスに関する事項 D ５０点

⑥ 業務実施の体制等に関する評価 ８点

⑦ 緊急時の対応に関する評価 ８点

⑧ 公募業務に関する評価 ８点

⑨ 入居管理業務に関する評価 ８点

⑩ 施設管理業務に関する評価 ８点

⑪ 入居者支援に関する評価 ２点

⑫ 業務実施の確実性と安定した経営能力に関する評価 ８点

業務実績評価事項

○ 業務実績評価に関する事項 E Δ10点
～10点

⑬ 使用料の収納状況に関する評価 Δ4～4点

⑭ 入居者満足度に関する評価 Δ4～4点

⑮ 入居者支援に関する評価 0～2点

⑯ 行政処分に関する評価 Δ2～0点

定量的事項の得点(A+B)

定性的事項の得点(C+D)

業務実績評価事項の得点(E)

合計得点(A+B+C+D+E)

順 位


